
 

 

デフレ脱却に向けた取組について 

 

政府及び日本銀行は、我が国経済のデフレ脱却に向けて、当面、以下のとおり取り

組む。  

１． 政府及び日本銀行は、我が国経済にとって、デフレから早期に脱却し、物価安

定のもとでの持続的成長経路に復帰することが極めて重要な課題であるとの認識

を共有しており、一体となってこの課題の達成に最大限の努力を行う。  

２． 日本銀行としては、上記１．の課題は、幅広い経済主体による成長力強化の努

力と金融面からの後押しがあいまって実現されていくものであると認識しており、

政府が成長力強化の取組を強力に推進することを強く期待する。  

日本銀行としては、「中長期的な物価安定の目途」を消費者物価の前年比上昇率

で２％以下のプラスの領域にあると判断しており、当面、消費者物価の前年比上昇

率１％を目指して、それが見通せるようになるまで、実質的なゼロ金利政策と金融

資産の買入れ等の措置により、強力に金融緩和を推進していく。その際、金融面 

での不均衡の蓄積を含めたリスク要因を点検し、経済の持続的な成長を確保する 

観点から、問題が生じていないかどうかを確認していく。  

日本銀行は、『経済・物価情勢の展望』（平成24年10月30日）において消費者 

物価の見通しを公表した。日本銀行としては、引き続き「１％」を目指して、強 

力に金融緩和を推進していく。今後の物価動向については、「デフレ脱却等経済状

況検討会議」において定期的に報告する。  

また、日本銀行は、金融政策運営の考え方を市場にわかりやすく説明していく 

努力を続ける。  

３． 政府は、日本銀行に対して、上記２．の方針にしたがってデフレ脱却が確実と

なるまで強力な金融緩和を継続することを強く期待する。  

政府は、デフレからの脱却のためには、適切なマクロ経済政策運営に加え、デ

フレを生みやすい経済構造を変革することが不可欠であると認識している。この 

ため、政府としては、足下の景気下押しリスクに対応し経済活性化に向けた取組 

を加速すべく、平成24年10月17日の内閣総理大臣指示に基づき、経済対策を速 

やかに取りまとめる。また、政府は、「日本再生戦略」（平成24年7月31日閣議 

決定）に基づき、平成25年度までを念頭に、「モノ」「人」「お金」をダイナミッ

クに動かすため、規制・制度改革、予算・財政投融資、税制など最適な政策手段 

を動員する。  

デフレ状況を含めた経済状況及び経済運営については、「デフレ脱却等経済状況 

検討会議」において、定期的に点検を行う。  
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